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デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
重要事項説明書 

 
この「重要事項説明書」は、指定地域密着型通所介護等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例の規定に基づき、指定地域密着型通所介護サービス提供の契約
締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。 
 
１． 指定地域密着型通所介護を提供する事業者について 
事業者の名称  社会福祉法人 平成会 
法人所在地  長崎県長崎市横尾 3 丁目２６番１号 
法人種別   社会福祉法人 
代表者氏名  理事長  久保 勘一郎 
電話番号  ０９５−８５５−４１４１ 

 
２． 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 
（１） 事業所の所在地等 
事業所の名称  デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
事業所の所在地  長崎県長崎市宿町６１６番地 
管理者氏名   管理者  山本 竜司 
電話番号  ０９５−８３８−２３０８ 
ファックス番号  ０９５−８３８−２３１１ 
サービス提供地域  長崎市(日見、橘、東長崎、日吉、茂木、小島、桜馬場中学校区) 

 の区域。記以外の地域はご相談ください 
利用定員  １８名 

 
（２） 事業の目的と運営方針 
事業の目的 社会福祉法人平成会が開設する指定地域密着型通所介護事業所

が行う指定地域密着型通所介護の事業（以下「事業」という。）の
適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定
め、事業者の従業者（以下「従業者」という。）が、利用者の社会
的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体
的及び精神的負担の軽減を図るため、要介護状態にある高齢者等
に対し、適正な指定地域密着型通所介護を提供することを目的と
します。 

運営方針 ・事業者の従事者は、利用者がその有する能力に応じて自立した
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日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の特性を踏まえ
て、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行います。 
・事業の運営に当たっては、地域との結びつきを重視し、関係市
町村保険者、居宅介護支援事業者、その他保健・医療・福祉サービ
スを提供するものとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提
供に努めます。 

 
（３） 営業日と営業時間 
営業日 毎週月曜日から毎週土曜日 

・ただし、年末年始(１２月３１日〜１月２日)は除きます。 
営業時間  ８：３０〜１７：３０ 

 
（４） 事業所の職務内容と職員体制 
職種 職務内容 人員数 
管理者 1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の

実施状況の把握その他管理を一元的に行います。 
2 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要
な指揮命令を行います。 
3 利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい
る環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標
を達成するための具体的なサービスの内容等を記
載した地域密着型通所介護計画を作成するととも
に利用者等への説明を行い、同意を得ます。 
4 利用者へ地域密着型通所介護計画を交付しま
す。 
5 指定地域密着型通所介護の実施状況の把握及び
地域密着型通所介護計画の変更を行います。 

1 名 
( 生 活 相 談 員
兼務１名) 

生活相談員 1 利用者がその有する能力に応じた自立した日常
生活を営むことができるよう、生活指導及び入浴、
排せつ、食事等の介護に関する相談及び援助など
を行います。  
2 それぞれの利用者について、地域密着型通所介
護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達
成状況の記録を行います。 

2 名 
( 介 護 職 員 兼
務１名) 

看護職員 1 サービス提供の前後及び提供中の利用者の心身 2 名 
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の状況等の把握を行います。 
2 利用者の静養のための必要な措置を行います。 
3 利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主
治医等の指示を受けて、必要な看護を行います。 

( 養 護 老 人 ホ
ーム日見やす
らぎ荘看護職
員兼務１) 

介護職員 地域密着型通所介護計画に基づき、必要な日常生
活上の世話及び介護を行います。 

3 名以上 
( 生 活 相 談 員
兼務１名) 

機能訓練指導員 地域密着型通所介護計画に基づき、その利用者が
可能な限りその居宅において、その有する能力に
応じ自立した日常生活を営むことができるよう、
機能訓練を行います。 

2 名 
( 看 護 職 員 兼
務２名) 

 
３． 提供するサービスの内容及び費用について 
（１） 提供するサービスの内容について 
サービス区分と種類 サービスの内容 
地域密着型通所介護
計画の作成 

１ 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計
画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセ
スメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定
めた通所介護計画を作成します。  
２ 地域密着型通所介護計画の作成にあたっては、その内容につ
いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 
３ 地域密着型通所介護計画の内容について、利用者の同意を得
たときは、通所介護計画書を利用者に交付します。 
４ それぞれの利用者について、地域密着型通所介護計画に従っ
たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

送迎 利用者の居宅と事業所までの間の送迎を行います。ただし、道路
が狭いなどの事情により、車輌による送迎が困難な場合は、車い
す又は歩行介助により送迎を行うことがあります。 

食事 管理栄養士の立てる献立表により、栄養と利用者の身体状況に配
慮したバラエティに富んだ食事を提供します。 

排泄 利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立
についても適切な援助を行います。 

入浴 利用者の希望に応じて適切な援助を行います。 
着替え・整容等 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。 
機能訓練 機能訓練指導員による生活リハビリを中心とした利用者の状況に
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適合した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するようつとめ
ます。 

健康管理 看護職員が常に利用者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康
保持のための適切な措置を行います。 

相談及び援助 当事業所は、利用者およびそのご家族からのいかなる相談につい
ても誠意をもって応じ、可能な限り必要な援助を行うよう努めま
す。（相談窓口）生活相談員  山本 竜司 

社会生活上の便宜 事業所では、必要な教養娯楽設備を整えるとともに、実りのある
ご利用とするため、適宜レクリエーション行事を企画します。 
行政機関に対する手続きが必要な場合には、利用者及びご家族の
状況によっては、代わりに行います。 

 
（２）地域密着型通所介護従業者の禁止行為 
地域密着型通所介護従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 
① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 
② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 
③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 
④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除く） 
⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 
 
（３）利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用について 

【別紙１参照】 
 
（４）請求及び支払い方法について 
① 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に、明確に明細を付して翌月１５日までに利用

者に通知します。 
② 利用者は、当月の料金の料金合計額を下記のいずれかの方法で支払います。 

・口座引落  翌月２７日引落（土日祝日の場合は銀行の翌営業日） 
・銀行振込  翌月末日までに支払い 

③ 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収書を発行しま
す。 

 
４． サービスの提供にあたって  
① サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要
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介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住
所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

② 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申
請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われ
ていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅
くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよ
う、必要な援助を行うものとします。 

③ 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基
づき、利用者及び家族の意向を踏まえて、｢地域密着型通所介護計画｣を作成します。な
お、作成した「地域密着型通所介護計画」は、利用者又は家族にその内容を説明いたし
ますので、ご確認いただくようお願いします。 

④ サービス提供は「地域密着型通所介護計画｣に基づいて行います。なお、「地域密着型通
所介護計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更す
ることができます。 

⑤ 地域密着型通所介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、す
べて当事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充
分な配慮を行います。 

⑥ 事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、管理者
が虐待防止担当者として、従業者に対して研修等を実施します。なお、サービス提供中
に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐
待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しま
す。 

⑦ 事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のお
それがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考
えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、
必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由
及び態様等についての記録を行います。また事業者として、身体拘束をなくしていくた
めの取り組みを積極的に行います。 

 
５． 秘密の保持と個人情報の保護について 
（１） 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 
① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及

び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた
めのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上
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で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 
③ この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 
④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従

業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、
従業者との雇用契約の内容とします。 

 
（２） 個人情報の保護について 

【別紙『個人情報保護同意書』参照】 
 
６． 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主
治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先
にも連絡します。 
 
７． 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、
身元引受人等、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を
講じます。また、利用者に対する指定通所介護の提供又は送迎により賠償すべき事故が発
生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

【別紙２参照】 
 
８． 居宅介護支援事業者等との連携について 
① 指定地域密着型通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービス

または福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 
② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「地域密着型通所介護

計画」の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 
③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内

容を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 
 
９． サービス提供の記録について 
① 指定地域密着型通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録

はサービスを提供した日から 5 年間保存します。 
② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請

求することができます。 
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１０．非常災害対策について 
① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組

みを行います。 
② 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 
③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。（毎年２回） 
④ 訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 
 
１１．サービス提供に関する相談および苦情 

提供した指定通所介護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるため
の窓口を設置します。 

 
１２．サービスの第三者評価の実施状況について 

第三者の観点からの評価は行っていない。 
 
１３．その他、留意事項について 
当事業者をご利用の際に、以下の内容に留意ください。 

居室・設備・器具
の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利用下さ
い。これに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償してい
ただくことがございます。 

喫煙・飲酒 
健康増進法により、館内及び敷地内は禁煙となっていますので、
喫煙はできません。飲酒はできません 

迷惑行為等 騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。 

所持品の管理 
貴重品・大金の持ち込みは禁止致します。なお紛失については一
切責任持ちません。 

宗教活動・政治活
動 

施設内で他の利用者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮く
ださい。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込みおよび飼育は固くお断りします。 

当事業者 苦情解決責任者 横尾 典生 
苦情受付担当者 山本 竜司 
ご利用時間 毎日 午前８時３０分〜午後１７時３０分 
ご利用方法 電話 ０９５−８３８−２３０８ 

ご意見箱 
 

デイサービスフロアの横に意見箱を設置致しております。 
ご意見や苦情等ございましたら、所定の用紙にてご投函下さい。 
【別紙３参照】 
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食品の持ち込み 
日持ちのしない食品の持ち込みや、糖尿病等食事制限がある方の
間食はなさらないよう職員の指示に従って下さい。また、他の利
用者への差し入れ等も固く禁じます。 

 
上記内容について、利用者に説明を行いました。 

 
事業者名  社会福祉法人 平成会  

デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
事業者番号  ４２７０１０７１６４ 
住所   長崎市宿町６１６番地 
代表者名  社会福祉法人 平成会 

理事長  久保 勘一郎  ㊞ 
  

説明者      
 

上記内容の説明を受け、了承しました。 
 
令和  年  月  日 
 
利用者  ＜住  所＞         
 

＜氏  名＞       
 
利用者は、署名ができないため、利用者本人の意思を確認したうえ、私が利用者に代わっ
て、その署名を代行します。 
 
署名代行者 ＜住  所＞         
 

＜氏   名＞       （続柄     ） 
 
 
連帯保証人  ＜氏   名＞       （続柄     ） 
 



　　(重要事項説明書)

【介護給付】※要介護認定を受けた方

②加算１：該当する場合のみ加算されます

　　※上記の加算の適用は利用者様への提供サービスの内容や事業所の体制等によって異なります　
　　　ので、加算を算定する場合には事前に説明させていただきます。

　　③加算２

　　④その他の費用　

　　●1月の利用料金の計算方法　：　(①　＋　②　＋　③　+　④)　＋　(食費　×　利用日数)●1月の利用料金の計算方法　：　(①　＋　②　＋　③)　＋　(食費　×　利用日数)

 ※被爆者手帳をお持ちの場合は、食費とおやつ代が料金となります。
 ※生活保護の介護券を受給されている場合は、食費とおやつ代が料金となります。

‐96円

60(日)

153円

51円

業務継続計画未策定減算
高齢者虐待防止未実施減算 所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算

所定単位数の100分1に相当する単位数を減算

100(月額)

21円

122円 183円

6円 13円 19円

163円
41円

23円
19円

養護入居者‐191円 ‐286円

78円

31円
61円
61円
61円

203円

6円 16円
305円 457円

別紙１ 　　デイサービスセンター日見やすらぎ荘　【介護給付】単位・料金表(令和6年6月～)

45円 67円
39円 58円

114円 171円
155円 232円

61円 92円
122円 183円
122円 183円

‐143円

325円
82円 122円

‐96円
‐48円

3割負担
備考

利用料金

41円 82円 122円

203円

46円
203円
102円

137円
406円 609円

305円

20(月額)

609円

11円
41円 61円

102円 153円
406円

57円

5(半年1回)

56(日)
76(日)

30(月額)
60(月額)

通所介護入浴介助加算Ⅰ

個別機能訓練加算Ⅰイ
個別機能訓練加算Ⅰロ

ＡＤＬ維持等加算Ⅰ
ＡＤＬ維持等加算Ⅱ
認知症加算

通所介護入浴介助加算Ⅱ

個別機能訓練加算Ⅱ

生活機能向上連携加算２(個別機能訓練Ⅱ算定時)

生活機能向上連携加算１
中重度ケア体制加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養改善加算

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ
口腔機能向上加算Ⅰ

55(日) 56円 112円 168円
92円

40(日)
1割負担 2割負担

928

487 494

478 485 970

988
893 1,339

619

663 673 1,345 2,017

416 422 844 1,266 305

1,826
1,482

加　　算　　項　　目

要介護３
要介護４
要介護５

要介護度
1割負担 2割負担 3割負担

600 609 1,217

1,455

単位数

540 1,096

単　位　数

①１日あたりの通所介護費の単位数と料金　※(1単位＝10.14円)

396 402 804 1,205

2,300 3,450

776
896

356 712 1,068

単位数

1,013
1,134

2割負担

要介護１
要介護２

695
2時間以上3時間未満

単位数

310

548

要介護２

3割負担

1,028
909

3時間以上4時間未満

2,055 3,082
1,150

要介護４ 1,049

667要介護１ 678 688 1,999
2,361

1,818 2,726

要介護度

2,377 3,566要介護５ 1,172 1,189

食費：480円╱1食

単位数(月額) 1月の利用料金(1割負担の場合)
①＋②の該当する加算の総単位数 単位数

×　(9.2％)　 ×　10.14円(地域単価)

　  加　算　項　目

介護職員等処遇改善加算Ⅰ

おやつ代：100円／1食

同一建物減算
送迎減算
サービス提供体制強化加算Ⅰ

40(月額)

200(月2回)

22(日)

サービス提供体制強化加算Ⅲ

栄養アセスメント加算

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ

口腔機能向上加算Ⅱ
科学的介護推進体制加算

サービス提供体制強化加算Ⅱ

20(半年1回)

50(月額)

18(日)

150(月2回)

‐94(日)

160(月2回)

‐47(片道)

440 447

566
6291,064

要介護３ 925 938 1,876 2,814
2,128 3,192

1割負担 2割負担 3割負担

1,643
351

2割負担 3割負担 3割負担

443 885

6(日)

1,327
509 1,017 1,525

1割負担

638
1,722

2割負担

1,410 2,115
1,914

21円 41円

705

61円

487円

60(日)

574 1,148

45(日)
200(月額)

1,276

6時間以上7時間未満 5時間以上6時間未満 4時間以上5時間未満

801 813 787
1,375 2,063
1,625 2,437

1,333
1,574

単位数

657
単位数

436
501

1割負担 1割負担



苦情解決責任者　
苦情受付担当者　
第三者委員　　　
　　　　　　　　　　　

連絡先

　長崎県運営適正化委員会 ０９５－８４２－６４１０

　3．行政機関の窓口
　長崎市　高齢者すこやか支援課 ０９５－８２９－１１４６

　長崎市国民保険団体連合会　介護保険課 ０９５－８２６－１５９９

　込み必要であれば、第三者委員会を招集し速やかに解決策を検討し、利用者へ提示する。

電話　095-856-6511　   ＦAＸ　095-856-6002

　2．円滑かつ迅速に苦情処理を行う為の処理体制・手順

利用者、ご家族からの苦情

サ　ー　ビ　ス　に　対　す　る　苦　情

苦情申立　 　結果通知

デイサービスセンター・日見やすらぎ荘

法人　苦情受付窓口

第三者委員会

　 指定通所介護事業所の担当者が、受付にて苦情の内容を確認、原因等を調査し、話合い
　などを行い、対応を行なう。法人に関わるような苦情であれば法人の苦情窓口に話を持ち

郵便番号　852-8065　　住所　長崎市横尾３丁目２６番１号

別紙２   利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
（重要事項説明書）

事　業　者　名 デイサービスセンター・日見やすらぎ荘

　１．利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

横尾　典生
山本　竜司
川田　愛子　電話　095-857-6258　民生児童委員
佐田　悦子　電話　095-813-3444　管理薬剤師

窓　口　　社会福祉法人平成会　デイサービスセンター日見やすらぎ荘



③ ⑧

④↑ ↑⑤ ⑥ ②↓ ↑⑦ ⑨

事故対策委員会 ご家族
管理者等会議

（法人各事業所）

※　事故対策委員会の委員は次の職種から必要に応じて施設長が任命し生活相談員が召集

　　　る。「生活相談員、看護職、介護職等」

事　　故　　発　　生

発見（職員）

　↓①

施設長 生活相談員 全職員

　　　　　　平成会各事業所へ同様な事故再発防止を図ること。

　５、　　　事故対策委員会は、事故の分析を行い、再発防止策・今後の対応等を検討し施設長

　　　　　　へ報告。

　６、　　　施設長は、今後の対応等を決定し生活相談員へ指示。

　７、　　　生活相談員は、必要に応じ再度ご家族へ事故対策委員会の内容についてご説明を

　　　　　　する。

　８、　　　生活相談員は、委員会報告を全職員への周知徹底と再発防止を図ること。

　９、　　　生活相談員は、委員会報告を必要に応じて「管理者等会議」にて報告し社会福祉法人

別紙３　　事故発生対応マニュアル

　１、　　　発見者は、近くにいる職員と協力し現場の状況に対応する。同時に生活相談員へ正確

　　　　　　に報告する。

　２、　　　生活相談員は、報告と状況調査をもとに事故を把握しご家族へ連絡し状況報告説明を

　　　　　　行う。

　３、　　　生活相談員は、施設長へ事故の状況、家族への対応等を報告。

　４、　　　施設長は、必要に応じて事故対策委員会（別途記載）の召集、今後の対応等を指示。



1 
 

 

 

 

 

デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
（介護予防通所介護相当サービス） 

 

重要事項説明書 
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デイサービスセンター・日見やすらぎ荘（介護予防通所介護相当サービス） 
重要事項説明書 

 
この「重要事項説明書」は、長崎市地域支援事業実施規則に基づき、介護予防通所介護

相当サービス提供の契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。 
 
１． 介護予防通所介護相当サービスを提供する事業者について 
事業者の名称  社会福祉法人 平成会 
法人所在地  長崎県長崎市横尾３丁目２６番１号 
法人種別   社会福祉法人 
代表者氏名  理事長  久保 勘一郎 
電話番号  ０９５−８５５−４１４１ 

 
２． 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 
（１） 事業所の所在地等 
事業所の名称  デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
事業所の所在地  長崎県長崎市横宿町６１６番地 
管理者氏名   管理者  山本 竜司 
電話番号  ０９５−８３８−２３０８ 
ファックス番号  ０９５−８３８−２３１１ 
サービス提供地域  長崎市(日見、橘、東長崎、日吉、茂木、小島、桜馬場中学校区) 

上記以外の地域はご相談ください 
利用定員  １８名 

 
（２） 事業の目的と運営方針 
事業の目的 社会福祉法人平成会が開設する指定地域密着型通所介護事業者

が行う介護予防通所介護相当サービスの事業（以下「事業」とい
う。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事
項を定め、事業所の従業者（以下「従業者」という。）が、利用者
の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族
の身体的及び精神的負担の軽減を図るため、要支援または事業対
象者の状態にある高齢者等に対し、適正な介護予防通所介護相当
サービス（以下「サービス」という。）を提供することを目的とし
ます。 

運営方針 ・事業者の従事者は、利用者がその有する能力に応じて自立した
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日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の特性を踏まえ
て、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行います。 
・事業の運営に当たっては、地域との結びつきを重視し、関係市
町村保険者、居宅介護支援事業者、その他保健・医療・福祉サービ
スを提供するものとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提
供に努めます。 

 
（３） 営業日と営業時間 
営業日 毎週月曜日から毎週土曜日 

・ただし、年末年始（12 月 31 日〜1 月 2 日）は除きます。 
営業時間  ８：３０〜１７：３０ 

 
（４） 事業所の職務内容と職員体制 
職種 職務内容 人員数 
管理者 1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の

実施状況の把握その他管理を一元的に行います。 
2 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要
な指揮命令を行います。 
3 利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい
る環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標
を達成するための具体的なサービスの内容等を記
載した介護予防通所介護相当サービス計画（以下
「介護予防計画」という。）を作成するとともに利
用者等への説明を行い、同意を得ます。 
4 利用者へ介護予防計画を交付します。 
5 サービスの実施状況の把握及び介護予防計画の
変更を行います。 

１名 
( 生 活 相 談 員
兼務１名) 

生活相談員 1 利用者がその有する能力に応じた自立した日常
生活を営むことができるよう、生活指導及び入浴、
排せつ、食事等の介護に関する相談及び援助など
を行います。  
2 それぞれの利用者について、介護予防計画に従
ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記
録を行います。 

２名 
( 介 護 職 員 兼
務１名) 

看護職員 1 サービス提供の前後及び提供中の利用者の心身 ２名 
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の状況等の把握を行います。 
2 利用者の静養のための必要な措置を行います。 
3 利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主
治医等の指示を受けて、必要な看護を行います。 

( 養 護 老 人 ホ
ーム日見やす
らぎ荘看護職
員兼務１名) 

介護職員 介護予防計画に基づき、必要な日常生活上の世話
及び介護を行います。 

３名以上 
( 生 活 相 談 員
兼務１名) 

機能訓練指導員 介護予防計画に基づき、その利用者が可能な限り
その居宅において、その有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、機能訓練を
行います。 

２名 
( 看 護 職 員 兼
務２名) 

 
３． 提供するサービスの内容及び費用について 
（１） 提供するサービスの内容について 
サービス区分と種類 サービスの内容 
介護予防計画の作成 １ 利用者に係る予防支援事業者等（居宅支援事業所が受託を受

けた場合も含む）が作成した介護予防サービス計画又は介護予防
ケアプラン（以下「予防プラン」という。）に基づき、利用者の意
向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具
体的なサービス内容を定めた介護予防計画を作成します。  
２ 介護予防計画の作成にあたっては、その内容について利用者
又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 
３ 介護予防計画の内容について、利用者の同意を得たときは、
介護予防計画書を利用者に交付します。 
４ それぞれの利用者について、介護予防計画に従ったサービス
の実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

送迎 利用者の居宅と事業所までの間の送迎を行います。ただし、道路
が狭いなどの事情により、車輌による送迎が困難な場合は、車い
す又は歩行介助により送迎を行うことがあります。 

食事 管理栄養士の立てる献立表により、栄養と利用者の身体状況に配
慮したバラエティに富んだ食事を提供します。 

排泄 利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立
についても適切な援助を行います。 

入浴 利用者の希望に応じて適切な援助を行います。 
着替え・整容等 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。 
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機能訓練 機能訓練指導員による生活リハビリを中心とした利用者の状況に
適合した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するようつとめ
ます。 

健康管理 看護職員が常に利用者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康
保持のための適切な措置を行います。 

相談及び援助 当事業所は、利用者およびそのご家族からのいかなる相談につい
ても誠意をもって応じ、可能な限り必要な援助を行うよう努めま
す。（相談窓口）生活相談員  山本 竜司 

社会生活上の便宜 事業所では、必要な教養娯楽設備を整えるとともに、実りのある
ご利用とするため、適宜レクリエーション行事を企画します。 
行政機関に対する手続きが必要な場合には、利用者及びご家族の
状況によっては、代わりに行います。 

 
（２）従業者の禁止行為 
従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 
① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 
② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 
③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 
④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除く） 
⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 
 
（３）利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用について 

【別紙１参照】 
 
（４）請求及び支払い方法について 
① 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に、明確に明細を付して翌月１５日までに利用

者に通知します。 
② 利用者は、当月の料金の料金合計額を下記のいずれかの方法で支払います。 

・口座引落  翌月２７日引落（土日祝日の場合は銀行の翌営業日） 
・銀行振込  翌月末日までに支払い 

③ 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収書を発行しま
す。 

 
４． サービスの提供にあたって  
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① サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要
介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住
所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

② 利用者が要支援認定又は事業対象者の登録を受けていない場合は、利用者の意思を踏
まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行います。また、予防支援事業者
が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認められるときは、要支援
認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要支援認定の有効期間が終了する
30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

③ 利用者に係る予防支援事業者が作成する「予防プラン」に基づき、利用者及び家族の意
向を踏まえて、｢介護予防計画｣を作成します。なお、作成した「介護予防計画」は、利
用者又は家族にその内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします 

④ サービス提供は「介護予防計画｣に基づいて行います。なお、「介護予防計画」は、利用
者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

⑤ 従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、全て当事業者が行いま
すが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行います。 

⑥ 事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、管理者
が虐待防止担当者として、従業者に対して研修等を実施します。なお、サービス提供中
に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐
待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しま
す。 

⑦ 事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のお
それがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考
えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、
必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由
及び態様等についての記録を行います。また事業者として、身体拘束をなくしていくた
めの取り組みを積極的に行います。 

 
５． 秘密の保持と個人情報の保護について 
（１） 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 
① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及

び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた
めのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上
で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 
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④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従
業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、
従業者との雇用契約の内容とします。 

 
（２） 個人情報の保護について 

【別紙『個人情報保護同意書』参照】 
 
６． 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主
治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先
にも連絡します。 
 
７． 事故発生時の対応方法について 

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、身元引受人等、
利用者に係る予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利
用者に対するサービスの提供又は送迎により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償
を速やかに行います。 

【別紙２参照】 
 
８． 予防支援事業者等との連携について 
① サービスの提供にあたり、予防支援事業者等及び保健医療サービスまたは福祉サービ

スの提供者と密接な連携に努めます。 
② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「介護予防計画」の写

しを、利用者の同意を得た上で予防支援事業者等に速やかに送付します。 
③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内

容を記した書面またはその写しを速やかに予防支援事業者等に送付します。 
 
９． サービス提供の記録について 
① サービスの実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録はサービスを提

供した日から 5 年間保存します。 
② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請

求することができます。 
 
１０．非常災害対策について 
① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組
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みを行います。 
② 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 
③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。（毎年２回） 
④ 訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 
 
１１．サービス提供に関する相談および苦情 

提供したサービスに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓
口を設置します。 

 
１２．サービスの第三者評価の実施状況について 

第三者の観点からの評価は行っていない。 
 
１３．その他、留意事項について 
当事業者をご利用の際に、以下の内容に留意ください。 

居室・設備・器具
の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利用下さ
い。これに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償してい
ただくことがございます。 

喫煙・飲酒 
健康増進法により、館内及び敷地内は禁煙となっていますので、
喫煙はできません。飲酒はできません 

迷惑行為等 騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。 

所持品の管理 
貴重品・大金の持ち込みは禁止致します。なお紛失については一
切責任持ちません。 

宗教活動・政治活
動 

施設内で他の利用者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮く
ださい。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込みおよび飼育は固くお断りします。 

食品の持ち込み 
日持ちのしない食品の持ち込みや、糖尿病等食事制限がある方の
間食はなさらないよう職員の指示に従って下さい。また、他の利

当事業者 苦情解決責任者 横尾 典生 
苦情受付担当者 山本 竜司 
ご利用時間 毎日 午前８時３０分〜午後１７時３０分 
ご利用方法 電話 ０９５−８３８−２３０８ 

ご意見箱 
 

デイサービスフロアの横に意見箱を設置致しております。 
ご意見や苦情等ございましたら、所定の用紙にてご投函下さい。 
【別紙３参照】 
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用者への差し入れ等も固く禁じます。 
 
上記内容について、利用者に説明を行いました。 

 
事業者名  社会福祉法人 平成会  

デイサービスセンター・日見やすらぎ荘 
事業者番号  ４２７０１０７１６４ 
住所   長崎市宿町６１６番地 
代表者名  社会福祉法人 平成会 

理事長  久保 勘一郎 ㊞ 
  

説明者      
 

上記内容の説明を受け、了承しました。 
 
令和  年  月  日 
 
利用者  ＜住  所＞         
 

＜氏  名＞       
 
利用者は、署名ができないため、利用者本人の意思を確認したうえ、私が利用者に代わっ
て、その署名を代行します。 
 
署名代行者 ＜住  所＞         
 

＜氏   名＞       （続柄     ） 
 
連帯保証人  ＜氏   名＞       （続柄     ） 
 



　　(重要事項説明書)

【介護予防給付通所介護相当サービス(通所型独自サービス)】

①介護予防通所介護相当サービスの単位数と料金 ※(1単位＝10.14円)

②加算１：該当する場合のみ加算されます

 若年性認知症利用者受入加算

 同一建物減算１(要支援1日見やすらぎ荘入所の方)

 同一建物減算２(要支援2　　  〃　     )

 生活機能向上グループ活動加算

 栄養アセスメント加算

 栄養改善加算      *(▲２)

 口腔機能向上加算Ⅰ  *(▲３)

 口腔機能向上加算Ⅱ  *(▲４)

 生活機能向上連携加算Ⅰ

 生活機能向上連携加算Ⅱ

 口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ(6月に1回を限度)

 口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ(6月に2回を限度)

 科学的介護推進体制加算

③加算２

④その他の費用

　●1月の利用料金の計算方法　：　(①　＋　②　＋　③)　＋　(食費　×　利用日数)

 ※被爆者手帳をお持ちの場合は、昼食費のみの料金となります。

 ※生活保護の介護券を受給されている場合は、昼食費のみの料金となります。

 送迎減算(片道) -47 ‐48円 ‐96円 ‐143円

160

*11円(回) *16円(回)

203円 305円

305円 457円

457円

325円 487円

305円

240

‐376

‐752

100 203円

102円 153円

1割負担 2割負担
単位数(月)

1月の利用料金

 244円

‐382円

‐763円

102円

487円 730円

3割負担

536円

153円

153円

163円

305円

609円

サービス提供体制強化加算Ⅰ(要支援1)週1回程度

82円 122円

179円 268円

*41円(回) *61円(回)

200

*20(回)

*5(回) *5円(回)

 生活機能向上
      連携加算

同一建物減算

357円

41円40

*21円(回)

88 90円

203円

 サービ
ス

提供体制
強化加算

Ⅰ
サービス提供体制強化加算Ⅰ(要支援2)週2回程度 176 179円

50

150

102円

144 147円

51円

‐763円

Ⅱ

100

406円

150

要支援２
 通所型サービス２

 通所型サービス２日割

3621(月)
121(日)

3672円 7344円 11016円
123円 246円 369円

加　　算　　項　　目

‐1,144円

‐1,525円 ‐2,288円
通
　
所
　
型
　
独
　
自
　
サ
　
ー

　
ビ
　
ス サービス提供体制強化加算Ⅱ(要支援1)週1回程度 147円 220円

サービス提供体制強化加算Ⅱ(要支援2)週2回程度

72 74円

293円 439円

Ⅲ
サービス提供体制強化加算Ⅲ(要支援1)週1回程度 24 25円 49円 74円

サービス提供体制強化加算Ⅲ２(要支援2)週2回程度 48 49円 98円 147円

別紙１ 　デイサービスセンター日見やすらぎ荘　【介護予防相当独自】単位・料金表(令和6年6月～)

要支援１
 通所型サービス１

 通所型サービス１日割

1798(月)
60(日)

介護度 介護予防通所介護相当サービス 単位数
利用料金

1割負担 2割負担 3割負担
1824円 3647円 5470円
61円 122円 183円

  ※要支援、事業対象者の認定を受けた方

食費：480円╱1食

　  加　算　項　目

介護職員処遇等改善加算Ⅰ
①＋②の該当する加算の総単位数 単位数

×　(9.2％)　 ×　10.14円(単位単価)

単位数(月額) 1月の利用料金(1割負担の場合)

おやつ代：100円╱1食



苦情解決責任者　
苦情受付担当者　
第三者委員　　　
　　　　　　　　　　　

連絡先

　長崎県運営適正化委員会 ０９５－８４２－６４１０

　3．行政機関の窓口
　長崎市　高齢者すこやか支援課 ０９５－８２９－１１４６

　長崎市国民保険団体連合会　介護保険課 ０９５－８２６－１５９９

　込み必要であれば、第三者委員会を招集し速やかに解決策を検討し、利用者へ提示する。

電話　095-856-6511　   ＦAＸ　095-856-6002

　2．円滑かつ迅速に苦情処理を行う為の処理体制・手順

利用者、ご家族からの苦情

サ　ー　ビ　ス　に　対　す　る　苦　情

苦情申立　 　結果通知

デイサービスセンター・日見やすらぎ荘

法人　苦情受付窓口

第三者委員会

　 指定通所介護事業所の担当者が、受付にて苦情の内容を確認、原因等を調査し、話合い
　などを行い、対応を行なう。法人に関わるような苦情であれば法人の苦情窓口に話を持ち

郵便番号　852-8065　　住所　長崎市横尾３丁目２６番１号

別紙２   利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
（重要事項説明書）

事　業　者　名 デイサービスセンター・日見やすらぎ荘

　１．利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

横尾　典生
山本　竜司
川田　愛子　電話　095-857-6258　民生児童委員
佐田　悦子　電話　095-813-3444　管理薬剤師

窓　口　　社会福祉法人平成会　デイサービスセンター日見やすらぎ荘



③ ⑧

④↑ ↑⑤ ⑥ ②↓ ↑⑦ ⑨

事故対策委員会 ご家族
管理者等会議

（法人各事業所）

※　事故対策委員会の委員は次の職種から必要に応じて施設長が任命し生活相談員が召集

　　　る。「生活相談員、看護職、介護職等」

事　　故　　発　　生

発見（職員）

　↓①

施設長 生活相談員 全職員

　　　　　　平成会各事業所へ同様な事故再発防止を図ること。

　５、　　　事故対策委員会は、事故の分析を行い、再発防止策・今後の対応等を検討し施設長

　　　　　　へ報告。

　６、　　　施設長は、今後の対応等を決定し生活相談員へ指示。

　７、　　　生活相談員は、必要に応じ再度ご家族へ事故対策委員会の内容についてご説明を

　　　　　　する。

　８、　　　生活相談員は、委員会報告を全職員への周知徹底と再発防止を図ること。

　９、　　　生活相談員は、委員会報告を必要に応じて「管理者等会議」にて報告し社会福祉法人

別紙３　　事故発生対応マニュアル

　１、　　　発見者は、近くにいる職員と協力し現場の状況に対応する。同時に生活相談員へ正確

　　　　　　に報告する。

　２、　　　生活相談員は、報告と状況調査をもとに事故を把握しご家族へ連絡し状況報告説明を

　　　　　　行う。

　３、　　　生活相談員は、施設長へ事故の状況、家族への対応等を報告。

　４、　　　施設長は、必要に応じて事故対策委員会（別途記載）の召集、今後の対応等を指示。


